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＜考察＞

　年２回の人事考課を実施しているが、今回の研修に参加したことにより、青仁会の人事考

課がいかに曖昧で、言葉は悪いが的外れな人事考課だと感じた。いっそのこと、人事考課は

しばらく凍結したほうが良いのではないかとも感じた。

まず、人事考課の目的として「人材育成」があるが、このことを適確に捉えた考課が実施

されていない。考課者訓練も必要だが本来基礎研修として、職員一人ひとりに「人事考課と

は何か」制度の仕組みについて明確に研修されていない。その為考課する側もされる側も認

識が薄く、曖昧な考課となっており機能していない。また、数年前に職能要件書は作成され

てはいるが見直されている部署は少なく、個々の目標となる等級基準が明確に示されていな

い。人事考課の評価方法が指導されていない為、目標の立て方が曖昧で、成績考課に反映さ

れていないのではないか。人事考課そのものが〝評価〝ではなく〝査定″となっている。（無

意識のうちに〝査定″していることが職員の不安、定着率を下げているとも一個人としては

常に感じていることだが・・・）能力と賃金にズレが生じ連動されていない。面接後の人事

考課検討会議では考課が変わる（これは憶測だが「面接してもどうせ考課が変わるのだから

面接してもね・・・」と思っている職員は数知れず。〝変わる″ということは職員に不信感

を抱かせてしまうのだ。）などなど挙げればきりがない。

　では、どうすれば本来の人事考課が機能するのか？改善するにはどの程度時間が必要なの

か？・・・不足事項が多すぎて直ぐには改善は不可能である。また、役職者や職種別の上級

者の協力無くして本来の人事考課制度の整備は出来ない。短期ではなく長期の計画を立て、

何かしらプロジェクトを立ち上げるなど対策を考えなければならない。職員への人事考課制

度の教育から、考課者の適確な評価から、育成に繋がる適確なフィードバック面接までが出

来るようになるまでは最低でも２～３年は必要ではないかと考える。個々が育成されている

かどうかの効果（成果）はその次の段階であると考える。さて、何から着手すべきか？

「考課者訓練士」認定を受けるには残り二つの研修とレポート提出で訓練士に相応しいか否

か判定を受けることになる。今回の研修が無駄とならないよう是非認定を受けたいと考えて

いる。

＜研修要旨＞

１．これからの人材戦略と評価制度

　　　

　　　「日本型成果主義をめざす」－およそ人事・賃金システムは組織風土となじむ形で生

成され運用されるもの。人事・賃金システムのみを性急に切り換えても上手くいかな

い。現に成果主義を導入した事例でも、諸問題が生じている。今後、成果主義賃金の

導入が不可欠だとしても、日本の組織風土の長所を活かし、調和させながら人事・賃

金体系の再編を進めていくことが要件となる。

1） 目先の業績のみを追い、本質的な生産性の向上を失う。

2） 不公平感が高まる

3） 連帯感の喪失

4） 部下育成の軽視

5） 失敗を恐れる　　　など

　　　〔日本型成果主義成立の３要件〕

1 能力主義（人材育成）をベースとすること

2 実力主義、加点主義で人材の育成と活用を図ること

3 評価制度の整備を図ること


　　　　　　　　人材投資（年齢給や職能給など定昇）なくして成果なし
　　　〔日本型成果主義のフレーム〕

1 人間基準であること・・・職能資格制度は堅持
2 人材が育つまでは能力主義、育った後は成果主義をとること

3 納得性の高い成果指標と処遇システムを結びつけること

4 実力主義と加点主義で配置、昇進、役割目標の設定を行うこと

5 評価の整備と職員満足の充実を図ること








　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　(企業責任)　　　　　　　　(自己責任)


　　　　　　　15歳　　　(前半)　　　35～40歳　　　(後半)　　　　　65歳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生涯労働の折り返し点

２．人事考課の整備と人材評価

　　制度の拡充

　　　　日本型成果主義を進める上で大切なのは、能力評価、役割評価、業績表などの整備

と労使による情報の共有化である！

　　　〔人材評価制度の種別〕

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　能力評価

　　　　　　　　（毎年、全員）　　　　情意評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成績評価

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実力評価（コンピテンシー評価）

　　　　　　　　（3年間隔、全員）　　適正・意思評価


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割評価（特定職種）

　　　　　　　　（毎年、特定職種、　　業績評価（上級職能）

　　　　　　　　　特定職能のみ）　　　部門別業績評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織成果分析


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有形の企業発展の貢献度

　　　　　　　　（3～5年間隔）　　　　無形の企業、産業、社会への貢献度

　　　〔絶対評価の成立条件－期待像の種別と明示〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　修得要件

　　　　　　「能力像」＝等級基準：職種別等級別職能要件

　　　　　　　　　　　　　　（職能資格制度→職務調査が必要）　　　習熟要件

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性格（根コン）

　　　　　　「実力像」＝コンピテンシー：高成果実現行動特性　　　　知識、技能（幹コン）

　　　　　　　　　　　　モデル　　　　　（高成果者分析抽出）　　　職種別競争力（枝コン）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割　　職責

　　　　　　「役割像」＝職務基準：期ごとの各人別の期待像　　　　　　　　　チャレンジ目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　（目標面接）　　　　　　　　　　

自己充足

役割基準

　　　　　　「人材像」＝職群基準：職群、人材群別の人材像　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（複線型昇進制度）　　　　　　　人材要件

※管理職、専門職、専任職の区別が必要　　　

　　　　　　「貢献度像」＝社員基準：貢献度像

　　　　　　　　　　　　　※例えば、社会や地域に対しての貢献

　　　〔期待像を基準とする絶対考課〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　能力評価

　　　　　　　等級基準（期待能力像）－　人事考課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（充足度評価）　　　　　情意評価

　　　　　　　コンピテンシー（期待実力像）－コンピテンシー評価

　　　　　　　モデル　　　　　　　　　　　　※規律、協調、積極など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成績評価（達成度）

　　　　　　　職務基準（期待役割像）－達成度評価　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業績評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（役割の重さ×達成＝業績）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　能力

　　　　　　　職群基準（期待人材像）－アセスメント　　　　　　　適性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意思

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部門貢献

　　　　　　　社員基準（期待社員像）－貢献度評価　　　　　　　　組織貢献

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※長期的に見る　　　　　　社会貢献

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メリット評価

【整備を急がれる１０個の人事システム】

　　　　　　　　　　　　　　　①職能資格制度（「職務調査」）

　　　　　　　・能力主義　　　②職能給体系

　　　　　　　　　　　　　　　③評価制度（育成型絶対考課）

　　　　　　　　　　　　　　　④複線型昇進制度

　　　　　　　・加点主義　　　⑤目標面接制度、公募制度（個性尊重主義）

　　　　　　　　　　　　　　　⑥育成型生涯労働ベースのアセスメント

　　　　　　　・実力主義　　　⑦コンピテンシー評価

　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　⑧年俸制、役割給、業績賞与

　　　　　　　・成果主義　　　⑨役割評価、業績評価制度の確立

　　　　　　　　　　　　　　　⑩退職金制度の見直し

　これからの組織の活力を高めていくには、減点主義人事ではなく「個を活かす」つま

り出る杭は育てる集団主義すなわち加点主義人事を進めていくことが是非とも要件とな

る。チャレンジを高く評価し、個を重んずる加点主義人事を進めるには、諸制度の整備

が不可欠。

1） 公募制度

2） 自己申告制度

3） アセスメント

4） 目標面接制度

5） 複線型昇進制度

　　　【新しい人材戦略の修正の有り方】

　　　　①〔実力主義〕人の見方（評価）を変える

　　　　　　　能力はあっても、高い成果を実現できるような行動特性（コンピテンシー）

が適切でなければ実力は低いものとなる。年功意識を払拭し、能力主義（職

能資格制度、職能給体系、育成型絶対考課）を一層整備すると同時に、コン

ピテンシー評価なども取り入れ、昇進や配置は実力主義に転換していく。

　　　　②〔加点主義〕人と仕事の結びつけ方を変える

　　　　　　　価値観が多様化した今日、個を尊重し組織の活力を高めていくには、チャ

レンジや自己主張を高く評価し、出る杭は育てていくという加点主義に組織

を転換していくことが経営の要件。人減らしではなく、人を活用すること。

目標面接、公募制度、自己申告制度、アセスメント、複線型昇進制度などを

取り入れていく。

　　　　③〔役割主義〕仕事への意識を変える

　　　　　　　役職位などポストではなく、成果責任としての役割の認識を高め、その達

成度として業績意識を強める。

　　　　④〔成果主義〕賃金の決め方を変える

　　　　　　　職能給と役割・業績給の調和を図ると共に、基幹的上級職能については、

全面的に成果主義賃金とし、定昇を抑制すると共に、そのつどリセットする

ダイナミックな賃金とする。


　　　　　　以上４点を進める上で共通して言えることは、まず何よりも各種の評価制度

　　　　　（能力評価、実力評価、コンピテンシー評価、役割評価、業績評価）を公平性、

　　　　　納得性、そして透明性の３点で整備定着させていくことが前提！

〔評価システムのチェックポイント〕

	チェック項目
	現状

	１
	成績評価と能力評価は区別されているか
	能力評価は実施していない

成績と情意のみ

一般職と管理職でウェイトが違うが具体的なウェイト数値が明確ではない

	２
	等級基準は具体的に明示されているか

（職務調査は実施されたか）
	明示されていない為、能力の格付けが曖昧。給与に不満を持っている可能性有りと推測される。

	３
	職務基準は設定されているか

（面接制度は整備されているか）
	目標・育成面接の進め方について、把握している管理者は少ない。等級が明示されていない為具体的な基準（目標）は立てられていないと推測される。

	４
	能力開発にフィードバックされているか
	育成面接のノウハウの教育がされていない為、名ばかりの面接になっていると推測される。

	５
	面接訓練、考課者訓練は定期的に実施されているか
	実施されていない

訓練されていない為、評価の仕方、要素の選択が不的確。

	６
	処遇に公平に結びついているか
	等級基準により個々の格付けがされていない為、公平かどうかは不明。

	７
	人材評価制度は実施されているか
	実施されていない

	８
	コンピテンシー評価は導入されているか
	導入されていない

	※処遇制度は高齢化に向けて対応しているか

	９
	昇格と昇進は分離されているか
	昇格制度はあるが、昇進制度は曖昧

課長、主任、副主任という役職はどのように決められているのか？

	１０
	専門職、専任職制度は機能しているか
	区別がない

	１１
	職群管理など昇進機会は公平か
	職群管理されていない。昇進について意思確認されていない

	１２
	職群基準、人材評価制度、進路選択制度、公募制度、キャリア形成プログラム、専門分野登録制度はどうか
	導入されていない

	１３
	実年層（50～65歳）の人材活用政策は十分か
	実施されていない

	１４
	人材の多様化への対応は進んでいるか

· サムタイマー（契約社員）

· スペシャリスト（派遣社員）

· ゼネラリスト（長期雇用社員）
	派遣社員は医事室のみ

左記の必要があるのか？


３．人事考課の活用と処遇

　　人事考課－理念とシステム

　　　①絶対考課が要件

　　　　　（１）人事考課の２つの側面

　　　　　　　　　選別の倫理　＝　相対考課（クローズ）

　　　　　　　　　育成の倫理　＝　絶対考課（オープン）

　　　　　（２）絶対考課の要件

1） 基準の明示　　　←　基準が存在しない

2） フィードバック　←　面接のノウハウが教育されていない

3） 考課者訓練　　　←　定期的に実施されていない

　　　　　（３）″能力とは″の明示

　　　　　　　　　法人が必要とする職業能力　＝　期待する職能・人材像　＝　期待像
　　　　【期待像を軸とした人材育成主義】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評　価　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フィードバック

　　　　　　　　　　　企業が　　　　　　　　1　　　　　　 育成・活用　3

　　　　　　能力　→　期待する　　　　期待像　　　　　　　チャレンジ

　　　　　　　　　　　職能・人材像

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処　遇　4（ステイタス賃金）

　　　　　（４）評価制度の３条件

　　　　　　　　　公平性　　　　　　　　　　　基準の明示（計るものさし）

　　　　　　　　　納得性　　　　　　　　　　　考課者訓練（ハンドルさばき）

　　　　　　　　　透明性　　　　　　　　　　　フィードバック

　　　　　　　　（客観的、マル秘は×）　　　　（上司と部下で話し合う。納得出来ない

場合は1つ１つ説明を行う）

　　　　　　　職員にとって″マネーよりマインド″が大事！

　　　　　　　評価は絶対評価でなければならない。長所・短所を発見し、長所は伸ばし、

　　　　　　短所は改善できるようにアドバイスし育成を目指す。評価は労務管理している

　　　　　　現場の上司のみ。噂話は評価せず、事実のみを評価の対象とすること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　等級基準、能力に合った格付け、考課者訓練がきちんとされていれば

　　　　　　人事考課検討会議は不要。会議自体が有り得ない。
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